




居　住

■森林面積割合（対総面積） ■日照時間（年間） ■図書館数（人口100万人当たり）

平成26年度
全国３位　　　　　　 77．8％

令和元年度
全国１位　　　 2，216．1時間

平成30年度
全国１位　　　　　　 64．9館

資料：統計でみる都道府県のすがた2021（総務省統計局）

■多目的運動広場数（公共）
　（人口100万人当たり）

■コンビニエンスストア数
　（人口1０万人当たり）

■消防水利数（人口10万人当たり）

平成30年度
全国３位　　　 166．5施設

平成26年度
全国２位　　　　　  33．3所

令和元年度
全国1位　　　　 3,850．3所

資料：統計でみる都道府県の

　　　すがた 2021（総務省統計局）

資料：統計でみる都道府県の

　　　すがた2021（総務省統計局）

■高齢就業者割合
（65歳以上）（対65歳以上人口）

■健康寿命 ■ぶどう収穫量（年間）

平成27年度
全国２位　　　　　 27．0％

平成28年
男性 全国１位   73．21年
女性 全国３位  　 76．22年

令和元年
全国１位　　　　　  36，900ｔ

資料：作物統計調査（農林水産省）

■もも収穫量（年間） ■すもも収穫量（年間） ■ワイナリー数

令和元年
全国１位　　　　 30，700ｔ

令和元年
全国１位　　　　　　5，420ｔ

平成30年度
全国１位　　　　 85事業所

資料：作物統計調査（農林水産省） 資料：国内製造ワインの概況（国税庁）

資料：統計でみる都道府県のすがた 2021（総務省統計局） 資料：厚生科学審議会第11回健康日本21（第二次）推進専門委員会

資料：統計でみる都道府県の

　　　すがた 2021（総務省統計局）

資料：統計でみる都道府県のすがた2021（総務省統計局）

山梨ってどんな県？ 全国順位上位３位以内の主なものを
分野別に掲載しました。

自　然 文化・スポーツ

安　全

労　働 健　康 農　業

工　業

令和元年

Wine
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■生産量
日本ワイン

■出荷額（年間）ミネラルウォーター ■事業所数
　貴金属・宝石製装身具製品製造業

平成30年度
全国１位　　　　　 5，189kl

平成30年
全国１位　　　　  　 717億円

令和元年
全国１位　　　　　 94事業所

資料：果実酒製造業者実態調査（国税庁）

■支出金額（１世帯当たり年間）ぶどう ■支出金額（１世帯当たり年間）まぐろ■出荷額（年間）数値制御ロボット

平成29年～令和元年平均
全国１位　　　　　 7，659円

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　  9，040円

平成30年度
全国１位 　　　 2，791億円

資料：家計調査(二人以上の世帯）「食料支出金額」品目別の都道府県庁所在市

　　 及び政令指定都市ランキング（統計調査課）

■１日の食事時間 ■ボランティア活動のうち「障害者を
　対象とした活動」の行動者率（年間）

■「ゲートボール」の行動者率（年間）

平成28年
全国１位　　　　 １時間45分

平成28年
全国１位　　　　　　　 2．0％

平成28年
全国２位　　　　　　　 1．8％

資料：平成28年 社会生活基本調査 結果報告書　（統計調査課）

資料：2019年工業統計調査（経済産業省）

資料：2019年工業統計調査（経済産業省）

■支出金額（１世帯当たり年間）他の貝

※あさり、しじみ、
　かき、ほたて貝
　以外の貝類

■支出金額（１世帯当たり年間）桃

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　　 901円

■支出金額（１世帯当たり年間）あさり

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　 1，055円

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　 3，396円

資料：家計調査（二人以上の世帯）「食料支出金額」品目別の都道府県庁所在市及び政令指定都市ランキング　（統計調査課）

家　計

社会生活

工　業

令和元年

１日の食事時間

支出金額（１世帯当たり年間）まぐろ

平成29年～令和元年平均
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グラフでみるやまなし　自然・気象

主な山梨百名山・自然公園面積

山梨県土地利用状況(令和元年10月1日) 月別平均気温と降水量(令和元年)

駒ヶ岳
2,967m

金峰山
2,599m

編笠山
2,524m

国師ヶ岳
2,592m

小金沢山
2,014m

毛無山
1,964m

節刀ヶ岳
1,736m

十二ヶ岳 1,683m

大蔵高丸 1,781m
本社ヶ丸 1,631m

御正体山 1,681m黒岳
1,793m 三ツ峠山

　　1,785m

大菩薩嶺
2,057m

雁ヶ腹摺山
1,874m北岳 3,193m

農鳥岳 3,026m

赤岳 2,899m

富士山 3,776m

甲武信ヶ岳
2,475m

仙丈ヶ岳
3,033m

間ノ岳
3,190m

権現岳
2,715m

鳳凰山 2,840m

〈国土地理院HP参照（大蔵高丸・本社ヶ丸・鳳凰山及び十二ヶ岳については、（公社）やまなし観光推進機構HP参照）〉

〈山梨県森林環境部みどり自然課資料〉

公園名 面積（㎢）
富士箱根伊豆国立公園 367.96
秩父多摩甲斐国立公園 468.34
南アルプス国立公園 182.86
八ヶ岳中信高原国定公園 40.88
県立四尾連湖自然公園 3.62
県立南アルプス巨摩自然公園 148.41
総面積 1,212.07

自然公園面積

　本県は、富士山をはじめ南アルプス、八ヶ岳、奥秩父などを擁する日本でも有数の山岳県ですが、これらの山々の中から
ハイキングを楽しめる身近な山から本格的な登山向きの山まで多種多様な山を選び「山梨百名山」として紹介しています。
　また、従来８月８日をやまなし「山の日」と定め、ふるさとの山や森を見つめ直し、その恩恵に感謝する日としてきました。
平成28年からは８月 11日が祝日「山の日」となり、山に親しむ機会を得て、山の恩恵に感謝する日となりました。 

■生産量
日本ワイン

■出荷額（年間）ミネラルウォーター ■事業所数
　貴金属・宝石製装身具製品製造業

平成30年度
全国１位　　　　　 5，189kl

平成30年
全国１位　　　　  　 717億円

令和元年
全国１位　　　　　 94事業所

資料：果実酒製造業者実態調査（国税庁）

■支出金額（１世帯当たり年間）ぶどう ■支出金額（１世帯当たり年間）まぐろ■出荷額（年間）数値制御ロボット

平成29年～令和元年平均
全国１位　　　　　 7，659円

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　  9，040円

平成30年度
全国１位 　　　 2，791億円

資料：家計調査(二人以上の世帯）「食料支出金額」品目別の都道府県庁所在市

　　 及び政令指定都市ランキング（統計調査課）

■１日の食事時間 ■ボランティア活動のうち「障害者を
　対象とした活動」の行動者率（年間）

■「ゲートボール」の行動者率（年間）

平成28年
全国１位　　　　 １時間45分

平成28年
全国１位　　　　　　　 2．0％

平成28年
全国２位　　　　　　　 1．8％

資料：平成28年 社会生活基本調査 結果報告書　（統計調査課）

資料：2019年工業統計調査（経済産業省）

資料：2019年工業統計調査（経済産業省）

■支出金額（１世帯当たり年間）他の貝

※あさり、しじみ、
　かき、ほたて貝
　以外の貝類

■支出金額（１世帯当たり年間）桃

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　　 901円

■支出金額（１世帯当たり年間）あさり

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　 1，055円

平成29年～令和元年平均
全国２位　　　　　 3，396円

資料：家計調査（二人以上の世帯）「食料支出金額」品目別の都道府県庁所在市及び政令指定都市ランキング　（統計調査課）

家　計

社会生活

工　業

※宅地については、地籍調査未了地域における縄のび補正を考慮して
　いない数値
※異なる調査時点の数値を使用している地目等もある。

注）平年値は、昭和 56 年～平成 22 年まで 30 年間の平均値

〈甲府地方気象台資料に基づき作成〉
〈山梨県土地利用現況把握調査〉

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の
 合計が必ずしも一致しない。）

山 梨 県
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　令和２年１０月１日現在の人口は、８０万６，２１０人となっています。
　令和元年１０月１日現在の人口を年齢別にみると、１５歳未満人口９．５万人（１１．７％）、１５歳～６４歳人口４６．６万人（５７．５％）、
６５歳以上人口２５．０万人（３０．８％）となっています。本県の６５歳以上人口は、平成７年以降は１５歳未満人口を上回ることとな
り、令和元年では本県人口の４分の１を超えています。また、本県の６５歳以上人口割合は、全国を上回る水準で推移しています。

本県人口及び人口増加率の推移 (大正9年～令和2年)(人口は各年10月1日現在)

年齢別人口の推移 （大正9年～令和元年）

初めての国勢調査が行われた大正９年の人口は 583,453 人でしたが、以後増加を続け、昭和２２年には 807,251 人と初めて８０万人を記録。
その後減少したものの、昭和５０年からは増加に転じ、平成１２年に 888,172 人と最多となりました。しかし、平成１７年には再び減少に転じました。

注）人口増加率は大正９年～平成２７年は５年間の数値、平成２８～令和２年は１年間の数値。そのため平成 27 年と平成 28 年は接続しない。

〈大正９年～平成２７年は総務省「国勢調査」、平成２８～令和２年は「山梨県常住人口調査」〉

〈総務省「国勢調査」、平成28年以降は総務省「人口推計」〉〈総務省「国勢調査」、令和元年は総務省「人口推計」〉

注）総数には年齢不詳を含む。

本県と全国の65歳以上人口割合の推移（昭和30年～令和元年）
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　令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの人口の動きをみると、出生５，２５８人、死亡９，９１７人で、４，６５９人の自然
減となっています。また、県外からの転入者は１６，１７８人、転出者は１７，０８７人となっており、東京都、神奈川県の転入、
転出が多くなっています。

〈山梨県常住人口調査〉

〈山梨県常住人口調査〉

(構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

人口動態の推移（各年ともに前年10月1日～当年9月30日）

人口動態（令和元年10月1日～2年9月末）
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第三次産業 第二次産業 第一次産業 輸入品に課される税・関税等 経済成長率（国） 経済成長率（県）

（億円） （％）

（年度）

3兆2,534億円3兆913億円3兆359億円3兆1,980億円3兆2,242億円 3兆1,276億円 3兆3,183億円 3兆4,318億円

　平成２９年度の県内総生産は、名目で３兆４，３１８億円で、前年度に比べて３．４％（１，１３５億円）の増加となりました。

　１人当たり県民所得は２，９７３千円で、前年度に比べ１１万４千円増加しました。また、１人当たり国民所得３，１９０千円を

１００とした水準は９３．２となり、前年度に比べて０．4 ポイント上昇しました。

１人当たり県（国）民所得と全国との水準の推移

県内総生産の推移及び経済成長率の推移（名目）

注 )１人当たり県民所得は、「県民雇用者報酬、財産所得、企業所得」により構成されている県民所得を総人口で除したものです。
　　したがって個人の給与や実収入額などとの比較はできません。
　　折れ線グラフは１人当たり国民所得を 100 とした場合の県民所得の水準の推移です。 〈平成２９年度県民経済計算〉

〈平成２９年度県民経済計算〉
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事業所

　平成２８年の事業所数は４２，３８７事業所で、昭和６１年までは増加してきましたが、その後減少しています。また、産業別
従業者数構成比をみると、製造業２１．１％、卸売業，小売業１９．５％、医療，福祉１２．１％の順となっています。
  本県の産業別就業者数をみると、昭和２５年は、第１次産業が全体の５９．２％を占めていましたが、平成２７年は、第１次産
業は７．３％にまで減少し、この間に第３次産業が２３．６％から６４．３％へと増加しています。

民営事業所数及び従業者数の推移

産業別（３部門）就業者数（構成比）の推移 産業別従業者数構成比

33,566
35,277

39,017
43,354

45,641

46,414

49,261

52,386

54,878

54,396

53,857

51,244

50,662

47,035

46,790 47,901
44,08444,056

42,387

155,259
167,766

188,320

210,825

231,119
237,954

259,491

286,654

324,143

360,818

381,061

358,642

368,215

349,227

360,731

380,250

367,195

366,543

366,320

0

100,000

200,000

300,000

400,000100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
昭和35 38 41 44 47 50 53 56 61 平成3 8 11 13 16 18 21 24 26 28

（事業所）

（年）

事業所数
従業者数

（人）

4.0

7.3

7.4

8.6

8.8

9.9

11.7

15.1

18.3

22.1

29.6

36.9

43.8

51.5

59.2

25.0

28.4

29.1

30.9

34.2

35.4

36.4

35.1

32.8

32.6

30.8

26.8

24.8

18.9

17.2

71.0

64.3

63.5

60.6

57.0

54.7

51.9

49.8

48.9

45.3

39.6

36.2

31.3

29.6

23.6

0 20 40 60 80 100

（年） 第１次産業 第２次産業 第３次産業

406,062

456,191

380,941

398,448

439,634

462,065

390,752

372,691

368,574

357,134

366,930

就業者数（人）昭和
25

30

35

40

45

50

55

60

平成
2

7

12

全国
平成27

17

55,757,100

400,304

22

440,233

418,121

27

山

　梨

　県

（%）

製造業
21.1%

卸売業,小売業
19.5%

医療 ,福祉
12.1%

宿泊業,飲食
サービス業
11.5%

建設業
7.1%

サービス業
（他に分類され
ないもの）
6.5%

生活関連
サービス業,
娯楽業
4.9%

運輸業,郵便業
4.2%

教育,学習支援業
3.2%

金融業,保険業
2.4%

学術研究,専門・
技術サービス業

2.0%
不動産業,
物品賃貸業
2.0%

複合サービス
事業
1.2%

情報通信業
1.1% 農林,漁業

0.8%

電気・ガス・
熱供給・水道業
0.4% 鉱業,採石業,

砂利採取業
0.1%

平成28年
366,320人

注）事業内容等不詳事業所を除く。
　　平成 21 年において、調査手法の変更があったため、平成 18 年と平成 21 年は接続しない。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

注）分類不能の産業を除く。昭和２５年には、１４歳就業者を含む。〈総務省「国勢調査」〉

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計
が必ずしも一致しない。）

〈総務省・経済産業省「平成２８年経済センサス－活動調査」〉

〈総務省「事業所・企業統計調査」〉
〈平成２１年から「経済センサス」〉
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工　業

19,000 23,210 22,159 20,143 19,852 21,331 24,426 22,507 25,327 25,881

73,156 73,790
69,213 70,688 68,504 68,912 70,222 71,191 73,146 72,032

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成21 22 23※ 24 25 26 27（28）※ 28（29） 29（30）30（令和元）

（億円）（人）

（年）
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

（事業所） 製造品出荷額等 従業者数 事業所数

2,158 2,087
2,214

2,036 1,945 1,858

2,106

1,764 1,738 1,696

製造業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移(従業者４人以上の事業所)

産業別製造品出荷額等の構成の変化（従業者4人以上の事業所）

繊維・衣服
32.0%

食料・飲料
24.7%

一般機械
4.9%

電気
2.4%

精機
1.0%

他産業合計
35.0%

電気
37.2%

一般機械
16.5%

食料・飲料
9.2%

精機
5.5%

繊維・
衣服
3.5%

他産業合計
28.1%

はん用・
生産用・
業務用
43.4%

電気・電子・
情報通信
17.5%

食料・飲料
15.0%

繊維
1.0% 他産業合計

23.2%

昭和35年
製造品出荷額等
409億円

昭和60年
製造品出荷額等
17,661億円

平成30年
製造品出荷額等
25,881億円

　令和元年の従業者４人以上の製造業の事業所数は１，６９６事業所、従業者数は７２，０３２人で、前年に比べ減少しましたが、平
成３０年一年間の製造品出荷額等は２兆５，８８１億円で、前年と比べ増加しました。
　産業分類の改定により単純な比較はできませんが、産業分類別の製造品出荷額等をみると、昭和３５年は繊維・衣服が全体の
約３分の１を占めていました。平成３０年は、はん用・生産用・業務用と電気・電子・情報通信の合計が全体の約６割を占めています。

注）２７（２８）以降の事業所数・従業者数については、（ ）内の年次の数値である。
　  ※印については「経済センサス - 活動調査」の数値である。

注１）平成１４年３月の産業分類改定の主な内容として、「電気機械」は「電気機械」、「電子部品・デバイス」及び「情報通信機械」に分割された。
注２）平成１９年１１月の産業分類改定の主な内容として、「一般機械」が「はん用機械」、「生産用機械」及び「業務用機械」に分割されるとともに、「精密機械」は「業務用機械」 
　　 と「その他」に分割された。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。） 〈経済産業省「工業統計調査」〉

〈経済産業省「工業統計調査」〉〈総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」〉
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山梨
38.8%

静岡
9.5%宮崎

6.1%

鹿児島
5.8%

長野
4.4%

その他
35.3%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

平成 21 22 23※ 24 25 26 27※ 28 29 30

（百万円）

平成30年
全国製造品出荷額
184,685百万円

山梨

（年）

全国

工　業
製造品出荷額全国1位「ミネラルウォーター」出荷額の推移（従業者４人以上の事業所）

鉱工業指数の推移（平成27年＝100　季節調整済）

　平成３０年の品目別製造品出荷額をみると、本県はミネラルウォーターの出荷額が日本一となっており、全国の出荷額の
３８．８％を占めています。
　鉱工業指数の推移をみると、生産及び出荷は、平成２８年Ⅱ期頃から上昇を続けていましたが、平成２９年度Ⅳ期をピークに
して低下傾向にあり、令和２年Ⅱ期を境に上昇に転じています。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、
総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

〈経済産業省「工業統計調査」〉〈総務省・経済産業省「経済センサス - 活動調査」〉

〈山梨県鉱工業指数〉

注）「その他」には、数値非公表の県を含む。
※印については「経済センサスー活動調査」の数値である。
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商　業

2,492 2,291 2,653 2,398 2,392 2,252 2,323 2,403 2,321

21,262
19,048

20,464
18,307 18,458 17,077 16,167 16,830 16,729

12.95

11.19

11.77

9.86

10.42 10.26

8.09 8.37

10.25
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卸売業

12,243 11,306 11,337 10,743 9,969 9,028 8,168 7,917 7,678

52,287 51,459

55,964 57,113

53,599
51,503 50,307 51,123 51,414

10.09 10.05 9.87
9.42

8.96 8.73

7.60

7.75

9.27

0
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4
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14

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

60,000

平
成 9 11 14 16 19 24 26 28

小売業

（事業所・人） （事業所,人）（千億円） （千億円）

（年） （年）

事業所数 年間商品販売額従業者数 事業所数 年間商品販売額従業者数

6平
成6

第１次産業
従業者数>

平成２８年

繊維・衣服等
1.5%

飲食料品
16.3%

建築材料，
鉱物・金属
材料等
15.0%

機械器具
9.7%

その他
11.5%各種商品

3.9%

織物･衣類･
身の回り品
3.1%

飲食料品
14.4%

自動車・
自転車
5.9%

家具･じゅう器・
機械器具
3.1%

その他
15.5%

平成１９年

飲食料品
17.7%

建築材料，
鉱物・金属
材料等
9.8%

機械器具
11.2%

その他
14.2%

秘匿計（各種商品
及び繊維･衣料等）

3.3%
各種商品
5.4%

織物･衣類･
身の回り品
3.3%

飲食料品
12.9%

自動車・
自転車
6.3%

家具･じゅう器・
家庭用機械器具

3.8%
その他
12.1%

平成６年

<事業所・企業統計調査>

各種商品
0.2%

繊維・衣服等
0.9%

飲食料品
13.9%

建築材料，
鉱物・金属
材料等
10.6%

機械器具
10.3%

その他
16.5%

各種商品
2.6%

織物・衣類・
身の回り品
2.7%

飲食料品
14.8%

機械器具
9.3%

その他
16.2%

無店舗
2.0%

卸売業
52.4%

年間商品販売額
1兆8,827億円

注）

小売業
47.6%

小売業
46.0%

年間商品販売額
1兆8,997億円

卸売業
54.0%

年間商品販売額
2兆3,046億円

卸売業
56.2%

小売業
43.8%

　平成２８年の卸・小売業数は９，９９９事業所、従業者数は６８，１４３人、年間商品販売額は１兆９，５２６億円となっています。
　業種別年間商品販売額の構成比の推移をみると、卸売業の割合が減少しています。平成２８年では新たな業態である無店
舗小売業が２．０% となっています。

商業における事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移

業種別年間商品販売額構成比の推移

注）平成１９年以前及び平成２６年の数値は商業統計調査、平成２４年及び平成２８年の数値は経済センサスｰ活動調査の数値である。
　  平成２４年、２６年及び２８年の数値は、管理・補助的経済活動を行う事業所、産業細分類の活付不能の事業所等を含む。

注）管理・補助的経済活動を行う事業所、産業細分類格 
　  付不能の事業所等を含まない数値のため、「商業に 
　　おける事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移」 
　　の数値とは合致しない。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

〈経済産業省「商業統計調査」〉 〈総務省 ・ 経済産業省 「経済センサスｰ活動調査」〉〈経済産業省 「商業統計調査」〉

〈経済産業省「商業統計調査」〉
〈総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」〉

11



36,900

31,700

16,400

15,800

7,640

山梨県

長野県

山形県

岡山県

福岡県

ぶどう（t）

30,700

27,000

12,000

9,350

7,080

山梨県

福島県

長野県

山形県

和歌山県

もも（t）

5,420

2,720

2,020

1,890

907

山梨県

長野県

和歌山県

山形県

青森県

すもも（t）

9,350

米

野菜

果実

花き

その他
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1,200

平
成18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

計953

36
77
36

629

112
63

（年）

（億円）

畜産

17,020戸

20,043戸

22,529戸

26,480戸

30,074戸

15,523戸

16,762戸

17,192戸

16,261戸

17,181戸

0123456（万戸）

47,255戸

42,741戸

39,721戸

36,805戸

32,543戸 3,837ha

4,387ha

4,722ha

5,471ha

6,203ha

2,194
ha

2,546
ha

2,551
ha

3,288
ha

3,781
ha

7,045ha

7,977ha

8,677ha

9,585ha

10,749ha

0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5（万ha）

20,733ha

18,344ha

15,949ha

14,910ha

13,076ha

平成
7年

平成
12年

平成
17年

田 畑 樹園地自給的農家 販売農家

農  

家  

数
平成
22年

経
営
耕
地
面
積

販
売
農
家

平成
27年

農　業

　平成２７年の本県の農家数及び経営耕地面積（販売農家）は、それぞれ３２，５４３戸、１３，０７６ｈａで、平成２２年と比べ
農家数で４，２６２戸、経営耕地面積で１，８３４ｈａ減少しています。
　平成30年の農業産出額の割合は、果実が全体の６６．０％を占め、次いで野菜１１．８％、畜産８．１％、米６．６％、花き３．８％
の順となっています。また、果実のうち「ぶどう」「もも」「すもも」の収穫量は、日本一となっています。

農家数及び経営耕地面積（販売農家）の推移

農業産出額の推移

ぶどう・もも・すももの収穫量（令和元年）

販売農家　　農家のうち、経営耕地面積が３０アール以上又は過去１年間の農産物販売金額が５０万円以上の農家をいう。
自給的農家　農家のうち、経営耕地面積が３０アール未満で、かつ、過去１年間の農産物販売金額が５０万円未満の農家をいう。

（端数処理により耕地面積の合計と内訳の合計は一致しない場合がある。） 〈農林水産省 世界農林業センサス・農林業センサス〉

〈農林水産省 「生産農業所得統計」〉

〈農林水産省 「作物統計調査」〉
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労　働

184.0

243.0

204.6 202.6 202.9 188.4 176.3 164.5 153.7 149.6 149.6 153.6

135.9 104.3 119.9 124.8 133.8 154.1 163.6 164.9 188.4 210.1 218.9 210.5
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0.97

1.11

1.23

1.39

1.54
1.62

1.55
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有効求職者数（山梨県）
有効求人数（山梨県）

（年度）

有効求人倍率（山梨県）
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〈厚生労働省「毎月勤労統計調査」〉

平
成

令
和

有効求人倍率・求職者数・求人数の推移

労働者１人当たり平均月間総実労働時間と現金給与総額の推移（30人以上の事業所）

　令和元年度の有効求職者数は、１５万３，６３７人で、前年に比べて４，００８人（２．７％）増加、有効求人数は、２１万４６１人で、
前年に比べて８，４７９人（３．９％）減少、有効求人倍率は１．３７倍で、前年に比べて０．０９ポイントの低下となりました。
　令和元年の労働時間は、労働者１人当たりの平均月間総実労働時間１４６．０時間で、全国平均の１４４．４時間を１．６時間上
回っています。一方、月間現金給与総額は、３３０，３５３円で全国平均の３７１，４０８円を４１,０５５円下回っています。
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〈総務省「消費者物価指数」〉注）指数は平成27年を100とした。

物　価
消費者物価指数の推移（各年平均）

消費者物価地域差指数（令和元年平均） 令和元年と昭和45年の小売物価の比較（甲府市）

　令和元年平均の甲府市の物価全体の変動を示す総合指数は、１０２．1（平成２７年＝１００）となりました。物価水準の地域間の
格差を示す地域差指数は９９．４（全国平均＝１００）となり、物価水準の最も高い東京都区部に比べ６．０ポイント低くなっています。
　令和元年平均の小売価格を昭和４５年平均と比較すると、理髪料は７．５２倍、ラーメン (外食）は６．４２倍、牛肉 (ロース) は 
４．６３倍などとなっています。
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新
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注）全国平均を 100 とした持家の帰属家賃を除く総合指数
注）調査では都道府県庁所在市及び政令市を調査しているが、都道府県庁所在市
　  以外の政令市を除く。

〈総務省「消費者物価指数」〉 〈総務省 「小売物価統計調査」〉
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家　計

勤労者世帯１世帯当たり１か月間の支出（甲府市）

勤労者世帯１世帯当たり年間収入・貯蓄・負債残高の推移（各年１１月末日現在）

　令和元年の甲府市における勤労者世帯１世帯当たり１か月間の実支出は４５２,５９７円で、所得税、住民税、年金掛金、健
康保険料などの非消費支出が２７．５％（１２４，２７５円）、消費支出は全体の７２．５％（３２８，３２２円）となっています。
　平成２６年における山梨県の勤労者世帯１世帯当たりの貯蓄現在高は１，１３１万４千円、負債現在高は５１５万３千円となって
います。

〈総務省「家計調査」〉

〈総務省 「全国消費実態調査」〉
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福祉 ・医療

老人関係施設入所者数の推移（各年8月1日現在）

主な死因別死亡者数の推移 健康寿命（平成28年）

障害者雇用率等の推移（民間企業）（各年6月1日現在）

　本県の障害者雇用率は令和元年６月１日現在２．０３％であり、法定雇用率の２．２％を０．１７ポイント下回っています。また、
法定雇用率を達成している企業は３４９社で、達成率は５６．０％となっています。
　令和２年８月１日現在の老人関係施設の入所者数は８，５４１人で、２年前より４人増加しています。また、施設数は１７０施
設で、平成２２年と比べると４９施設（４０．５％）増加しています。

　令和元年の本県の死亡者を主な死因別にみると、悪性新生物、心疾患、老衰の順となっています。
　本県の健康寿命は、男性７３．２１年で全国平均７２．１４年を上回り全国第１位、女性７６．２２年で全国平均７４．７９年を上回り
全国第３位です。（健康寿命とは、国の健康増進計画である健康日本２１（第二次）において、「健康上の問題で日常生活
が制限されることなく生活できる期間」と定義されています。）

〈山梨労働局職業安定部職業対策課資料〉 〈山梨県健康長寿推進課資料〉
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〈厚生科学審議会第１１回健康日本２１（第二次）推進専門委員会公表資料〉〈厚生労働省「人口動態統計」〉
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※行動者率は、ボランティア
　活動をした者（山梨29.7%,
　全国 26.0%）におけるデータ

生活行動の種類別平均時間

学習・自己啓発・訓練の行動者率 ボランティア活動

　県内に住む１０歳以上の男女の生活行動時間をみると、男性は仕事に費やす時間が、女性は家事に費やす時間が多くなっていま
すが、前回調査時（平成２３年）と比べると、男性の仕事に費やす時間は２分短く、女性の家事に費やす時間は６分長くなっています。
　学習・自己啓発・訓練の行動者率を年齢階級別でみると、全ての年齢階級で前回（平成２３年）調査以上の率となっています。
　ボランティア活動の行動者率は２９．７％となっており、その他を除くすべての種類で全国を上回っています。

〈総務省「平成28年社会生活基本調査」〉

〈総務省 「平成28年社会生活基本調査」〉 〈総務省「平成28年社会生活基本調査」〉

社会生活
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教　育

児童・生徒数の推移（各年5月1日現在）

教員数と教員1人当たりの児童・生徒数の推移

　令和２年５月１日現在の児童・生徒数は、小学生３９，１５３人、中学生２１，２０２人、高校生２３，３８４人となっており、児童・
生徒数は、前年度に比べて減少しています。また、教員１人当たりの児童・生徒数は、小学校で１２．４人、中学校で１１．５人
となっています。
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〈文部科学省 「学校基本調査」〉

〈文部科学省「学校基本調査」〉 〈文部科学省 「学校基本調査」〉
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交通・通信 ・エネルギー
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自動車保有台数の推移（各年3月末日現在）

低公害車保有台数の推移（各年3月末日現在） 燃料油販売量の推移

太陽光発電設備稼働状況（屋根置き含む）

自動車新規登録台数の推移

携帯電話契約数の推移
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〈自動車検査登録情報協会資料〉
注）固定価格買取制度による認定を受けた県内太陽光発電設備の稼働状況

〈石油連盟「都道府県別販売実績」〉

〈資源エネルギー庁公表データ〉

　令和２年３月３１日現在の本県の自動車保有台数は７６０，８６４台で、２年前に比べて３，３１８台増加しています。自動車新規
登録台数は、２７，６６４台で前年に比べ１，３３７台減少しています。
　令和２年３月３１日現在の携帯電話・ＰＨＳ契約数は８３０，６９９件で、前年に比べ２１，５１３件減少しました。

　令和２年３月３１日現在の低公害車保有台数は、ハイブリッド・プラグインハイブリッドの合計※１が７５，９２７台、電気・燃料電池・
CNG・メタノールの合計※２が８０５台で、２年前に比べ※１は１５，８４４台（２６．４％）、※２は１７２台（２７．２％）増加しています。
　令和元年度の太陽光発電設備の稼働状況は６２５，５６５kW で、平成２５年度に比べ４９９，２３１kW、約５倍に増加しています。

〈山梨運輸支局、山梨県軽自動車協会資料〉 〈総務省総合通信基盤局資料〉

〈山梨運輸支局資料〉

注）ＰＨＳも含む

注）小型二輪含む。（軽自動車は含まない。）
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〈山梨県パスポートセンター「旅券発給の概要」〉
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〈法務省「在留外国人統計」〉

〈法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）」〉
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〈令和元年山梨県観光入込客統計調査〉
〈令和元年山梨県観光入込客統計調査〉

注）平成21年までは実人数で集計されていたが、調査の変更に伴い、平成22年度以降は延べ人数での集計となっている。

〈山梨県観光入込客統計調査〉

令
和

平
成〈令和元年山梨県観光入込客統計調査〉

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

観光分類別観光客数の割合

観光客数の割合（観光地別、季節別）

旅券発行数の推移 県内在留外国人（旧外国人登録者）の推移（各年１2月末日現在）

国別在留外国人割合（令和元年12月3１日）

観光客数と観光消費額の推移

主な観光地別観光客数

　令和元年に本県を訪れた観光客数は、延べ人数５，２４６．８万人で、本県のスポーツ ･レクリエーションを求めて訪れる人が一番多く、次に
歴史・文化を求めて訪れる人が多くなっています。
　本県で最も多く観光客が訪れるのは、季節では夏に、観光地では、富士山や富士五湖を中心とする富士・東部圏域となっています。
　令和元年の観光消費総額は、４，３３０億円となっています。

　令和元年における旅券発行 (者) 数は２２，７６３人で、前年に比べ７４１人（３．４％）増加しています。
　令和元年１２月末現在の県内の在留外国人数は１７，１７９人で、国別にみると、中国が最も多く２２．５％、次いでブラジル１６．５％、ベトナム
１３．９％の順となっています。

観光・国際交流
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〈公害等調整委員会「公害苦情処理状況調査」〉 〈環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」〉
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〈総務省「住宅・土地統計調査」〉 〈総務省「平成30年住宅・土地統計調査」〉

〈総務省「平成30年住宅・土地統計調査」〉

（%）

公害苦情件数の推移・公害苦情の具体的原因割合

居住世帯の有無別住宅数・総世帯数の推移 高齢者のいる世帯の割合

１住宅当たり延べ面積比較（専用住宅）

１人１日当たりごみ排出量と年間総排出量の推移

　令和元年度の公害苦情件数は７２９件で、前年度に比べ１件増加しています。公害苦情件数を公害の種類別にみると、主な７つの公害に

関する苦情が全体の４７．５％を占めており、その中では、大気汚染、悪臭、騒音、水質汚濁の順となっています。

　平成３０年の居住世帯のある住宅数は３２万９千戸、居住世帯のない住宅数は９万３千戸となっています。
　平成３０年の本県の６５歳以上の高齢者のいる世帯の割合をみると４８．１％で、全国に比べて６．１ポイント高くなっています。
　平成３０年の本県の１住宅当たり延べ面積（専用住宅）は１１０．３４㎡で、全国平均（９２．０６㎡）より１８．２８㎡多くなっており、全国順位第１６位となっています。
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災害 ･事故
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　令和元年に発生した火災は３５９件で、２年前と比べると１件減少しています。損害見積額は、５億５,９６２万円で２年前より８，００６万円減少し
ています。
　また、令和元年中の月別火災発生件数は１月が最も多く、出火原因別・出火件数は、火入れ（枯草焼き等）、たき火、たばこが多くなっています。

　令和２年の交通事故発生件数は２，１４６件で、2年前と比べると１，４１６件減少し、死者数は２１人で、２年前と比べると
１６人減少しました。
　飲酒運転事故発生件数は３８件で、２年前と比べると９件減少し、死者数は２人で、２年前と同数です。
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〈県警交通企画課「交通年鑑」〉〈県警交通企画課「交通年鑑」〉

火災発生状況の推移

交通事故発生件数等の推移 飲酒運転による交通事故発生件数等の推移

出火原因別･出火件数上位10位(令和元年)

月別火災発生状況(令和元年)
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